
※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

（参考）

　平成２２年度以降の震災対応予算の累計は、５兆３，４０８億円（総会計）

※平成２２年度から平成２７年度は最終予算額、平成２８年度は１１月補正（第３号）後現計の累計

うち 震災対応分 650,170 508,478 40,474 548,952 84.4

計（総会計） 1,889,393 1,721,873 67,904 1,789,777 94.7

うち 震災対応分 224 86 86 38.2

公 営 企 業 会 計 30,653 28,373 28,373 92.6

うち 震災対応分 761 1,028 1,028 135.1

準公営 企業会計 19,557 18,105 215 18,320 93.7

うち 震災対応分 351 10,182 10,182 2,898.3

特 別 会 計 307,344 278,635 278,635 90.7

うち 震災対応分 648,834 497,183 40,474 537,656 82.9

一 般 会 計 1,531,840 1,396,759 67,690 1,464,448 95.6

　今回の補正予算は、「未来への投資を実現する経済対策」に係る国補正予算に対応し、

障害者支援施設の整備への助成やＴＰＰ対策としての農業用機械・設備、ほ場の整備、三

陸縦貫自動車道等の道路や河川の整備に要する経費のほか、昨年の関東・東北豪雨災害か

らの復旧に要する経費などを予算化

Ⅱ　予算規模

（単位：百万円，％）

区　　分
平成２７年度
11月現計予算額

 A

平成２８年度予算額 対前年度比較
(B/A)×100９月現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B

○ 東日本大震災からの復旧・復興経費としては、東日本大震災復興交付金基金の造成費と

これを財源とするほ場や道路等の整備費のほか、仙台空港の運用時間の延長に係る調査に

要する経費などを予算化

○ また、水産物の販路拡大などの地方創生推進に係る経費や台風１０号等により被災した

農林水産業施設、港湾施設の復旧経費、平成２７年度決算剰余金の積立てなどを予算化す

るほか、公共施設の管理運営業務委託や道路・河川の県単独公共事業などについて債務負

担行為を設定

平成２８年度１１月補正予算（第３号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○

宮 城 県

平成２８年１１月

- 1 -



Ⅲ 主な事業 
（単位：千円,［  ］は債務負担行為） 

１ 国経済対策への対応 

（１）一億総活躍社会の実現の加速

（拡充）・障害者支援施設整備支援費 ７５０,６７６ （既決:1,145,342）障害福祉課 

社会福祉法人等の施設整備への助成 

（２）21世紀型のインフラ整備

・担い手確保・経営強化支援費 ３５６,３１５ （既決:256,304）農業振興課

農業担い手への助成等

・耕種作物共同利用施設整備費 ８０８,６８１ （既決:887,414）農産園芸環境課

高品質・高付加価値化による輸出拡大に向けた共同利用施設の整備・導入への助成等

・産地パワーアップ推進費 ７５０,０００ （既決:1,450,300）農産園芸環境課

収益力向上に向けた乾燥調製施設等の整備・導入への助成

・畜産・酪農収益力強化整備等特別対策費 ２２９,３００ （既決:591,215）畜産課

収益力向上に向けた家畜飼養管理施設等の整備・導入への助成

（拡充）・農地等整備事業費 ５,６７６,８８４ （既決:2,174,558）農村整備課 

土地利用型農業の生産性向上に向けた大区画化ほ場整備等の推進 

・合板・製材生産性強化対策費 ６８１,５６５ （既決:2,227,802）林業振興課

原木の供給から流通・加工までの一体的な取組への助成

（新規）・水産業競争力強化緊急施設整備費 ５７,０００ 水産業振興課 

密漁監視船建造等への助成 

（３）中小企業・小規模事業者及び地方の支援

・地域間交流促進基盤整備費 ３９,０１０ （既決:218,000）林業振興課

県営林道二口線の改良工事
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（４）熊本地震や東日本大震災からの復興や安全・安心、防災対応の強化

・農業用施設等災害復旧費（平成２７年関東・東北豪雨分等）

２３４,６５２ （既決:1,554,616）農村整備課 

農地・農業用施設の復旧工事等 

・高規格幹線道路整備費 ５,６０４,０００ （既決:14,654,667）道路課

三陸縦貫自動車道の整備推進

・道路橋りょう事業費 ２,１４５,５０７ （既決:3,215,904）道路課

国道３４６号等の道路改良工事等

・河川事業費 １,１９５,５４８ （既決:9,747,318）河川課

白石川等の河川改良工事等

・災害に強い川づくり緊急対策費（平成２７年関東・東北豪雨分）

 ４５６,７５０ （既決:2,801,821）河川課、防災砂防課 

水位観測局のテレメータ化及び河川監視カメラの設置等 

・砂防・急傾斜基礎調査費 １３２,３００ （既決:635,400）防災砂防課

土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査

２ 東日本大震災関連 

・東日本大震災復興交付金基金造成費 ２２,３８３,９０２ （既決:1,304,338）財政課

復興地域づくりに必要な事業を実施するための基金の追加積立等

・東北連携による外国人観光客誘客促進費 ３５,０００ （既決:40,000）観光課

東北各県が連携したプロモーション実施等による外国人観光客の誘客促進

・農山漁村地域復興基盤総合整備費 ５,１１２,４０５ （既決:18,521,077）農村整備課

津波被害農地のほ場整備等

（新規）・漁業集落防災機能強化効果促進費 １９,２９１ 水産業基盤整備課 

石巻漁港内における静穏度向上対策の検討 
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・復興関連道路整備費 ５０５,０００ （既決:31,853,870）道路課

国道３９８号の整備推進

（新規）・仙台空港活性化調査費（地域整備推進基金） ３０,０００ 空港臨空地域課 

運用時間延長に係る基礎調査等 

・都市公園事業費 ８３,１０２ （既決:720,773）都市計画課

石巻南浜津波復興祈念公園及び岩沼海浜緑地の整備推進

・地域整備推進基金積立金 ３,８４５,６９１ （既決:83,030）財政課

震災復興特別交付税の過交付分等の積立

３ その他 

・公共施設管理運営業務委託費 [４,０６３,０００] 自然保護課ほか

蔵王野鳥の森自然観察センター等１４施設の管理運営業務の指定管理者への委託

・公共事業等推進費（ゼロ県債） [１,２００,０００] 道路課ほか

除融雪、交通安全施設、河川整備に係る県単独公共事業費

（新規）・結核医療提供施設整備費 [４９,０００] 医療整備課 

循環器・呼吸器病センターの医療機能の移管に向けた地質調査、設計 

（新規）・県立社会福祉施設防犯対策費 １７,６００ 子育て支援課、障害福祉課 

児童福祉施設や障害者支援施設等への防犯カメラ設置等 

（新規）・「みやぎの水産物」販路拡大費 ３６,６００ 水産業振興課 

首都圏における県産水産物の販路拡大等 

・治山施設災害復旧費（台風１０号分） １２０,３２５ （既決:70,000）森林整備課

治山施設の復旧工事等

・漁港施設災害復旧費（台風１０号等分） ７４４,９２７ （既決:500,000）水産業基盤整備課

漁港施設の復旧工事等

・養殖施設復旧支援費（台風１０号等分） ９１,１４６ 水産業基盤整備課

養殖施設の復旧支援
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・港湾施設災害復旧費（台風１０号分） １,５７５,６６０ 港湾課

港湾施設の復旧工事等

・財政調整基金積立金 ８,９４４,０００ （既決:22,309）財政課

平成２７年度決算剰余金の積立

- 5 -





１　１１月補正予算（第３号）と前年度比較 （単位:千円,％）

平 成 ２ ７ 年 度 増  減 比  較

１１月現計予算額 現 計 予 算 額 １１月補正額(第３号)

Ａ Ｂ Ｃ （Ｄ－Ａ） （Ｄ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,531,839,897 1,396,758,826 67,689,556 △ 67,391,515 95.6 

　う ち　震災対応分 648,833,859 497,182,661 40,473,815 △ 111,177,383 82.9 

　う ち　通　 常　 分 883,006,038 899,576,165 27,215,741 43,785,868 105.0 

 特  別  会  計 ロ 307,343,549 278,635,233 △ 28,708,316 90.7 

　う ち　震災対応分 351,293 10,181,508 9,830,215 2,898.3

　う ち　通　 常　 分 306,992,256 268,453,725 △ 38,538,531 87.4 

 合  計（イ＋ロ）ハ 1,839,183,446 1,675,394,059 67,689,556 △ 96,099,831 94.8 

　う ち　震災対応分 649,185,152 507,364,169 40,473,815 △ 101,347,168 84.4 

　う ち　通　 常　 分 1,189,998,294 1,168,029,890 27,215,741 5,247,337 100.4 

 純  計 ニ 1,723,148,681 1,561,626,712 67,689,556 △ 93,832,413 94.6 

　う ち　震災対応分 649,041,351 507,124,739 40,473,815 △ 101,442,797 84.4 

　う ち　通　 常　 分 1,074,107,330 1,054,501,973 27,215,741 7,610,384 100.7 

 準 公 営 企 業 会 計 ホ 19,556,585 18,105,479 214,651 △ 1,236,455 93.7 

　う ち　震災対応分 761,068 1,028,493 267,425 135.1 

　う ち　通　 常　 分 18,795,517 17,076,986 214,651 △ 1,503,880 92.0 

 公 営 企 業 会 計   へ 30,652,881 28,373,417 △ 2,279,464 92.6 

　う ち　震災対応分 223,872 85,613 △ 138,259 38.2 

　う ち　通　 常　 分 30,429,009 28,287,804 △ 2,141,205 93.0 

 総  計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,889,392,912 1,721,872,955 67,904,207 △ 99,615,750 94.7 

　う ち　震災対応分 650,170,092 508,478,275 40,473,815 △ 101,218,002 84.4 

　う ち　通　 常　 分 1,239,222,820 1,213,394,680 27,430,392 1,602,252 100.1 

 純  計（ニ+ホ+ヘ）チ 1,773,358,147 1,608,105,608 67,904,207 △ 97,348,332 94.5 

　う ち　震災対応分 650,026,291 508,238,845 40,473,815 △ 101,313,631 84.4 

　う ち　通　 常　 分 1,123,331,856 1,099,866,763 27,430,392 3,965,299 100.4 

２　１１月補正予算（第３号）の財源内訳（総会計） （単位:千円）

平 成 ２ ８ 年 度 １ １ 月 補 正 額 計

現 計 予 算 額 （ 第 ３ 号 ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）

782,357,448

1,789,777,162

1,676,009,815

133,825,530

188,315,600

2,059,100

258,315,602

7,272,706

372,188,501

2,002,392

15,359,564

28,057,006

23,713

1,608,105,608

25,347,387

93

1,446,147

11,445

865,676

6,032,100

4,275,063

29,926,296

67,904,207

67,904,207

（ 企 業 会 計 ）

一 般 財 源

計

純 計

346,841,114

2,002,299

13,913,417

28,045,561

1,721,872,955

752,431,152

7,272,706

254,040,539

2,059,100

182,283,500

132,959,854

23,713

諸 収 入

県 債

繰 越 金

繰 入 金

内 部 留 保 資 金等

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

寄 附 金

547,598,554

1,629,316,268

1,028,493

18,320,130

85,613

28,373,417

平成２８年度　会計別財政規模とその財源

平 成　　２８　　年 度

会 計 区 分

1,195,245,631

計

（Ｂ＋Ｃ） Ｄ

1,464,448,382

268,453,725

普

通

会

計

10,181,508

278,635,233

926,791,906

537,656,476

547,837,984

1,743,083,615

区  分

1,081,717,714

17,291,637

28,287,804

1,127,297,155

1,240,825,072

備  考

548,952,090

1,789,777,162

548,712,660

1,676,009,815

　（ １１ 月 補 正 （第３号）分 ）

6,964,515

5,074,672

17,887,109

29,926,296

　（ 現 計 予 算 分 ）

306,200,000

86,199,000

36,296,000

857,326

253,909,023

481,000

9,850

3,239,348

334,217

1,491,379

10,000

14,892,832

1

3,925,166

44,586,010

752,431,152

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

使 用 料 及 び 手 数 料

計

地 方 交 付 税

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

県 債

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

計

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 交 付 税

県 税

繰 越 金
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 289,600,000 18.9 306,200,000 306,200,000 20.9 105.7

地 方 消 費 税

清 算 金 74,237,000 4.8 86,199,000 86,199,000 5.9 116.1

地 方 譲 与 税 39,635,000 2.6 36,296,000 36,296,000 2.5 91.6

地方特例交付金 786,348 0.1 857,326 857,326 0.1 109.0

地 方 交 付 税 260,674,502 17.0 253,909,023 6,964,515 260,873,538 17.8 100.1

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 521,000 0.0 481,000 481,000 0.0 92.3

分 担 金 及 び

負 担 金 7,854,138 0.5 7,971,147 1,412,566 9,383,713 0.6 119.5

使 用 料 及 び

手 数 料 12,493,033 0.8 14,137,838 11,445 14,149,283 1.0 113.3

国 庫 支 出 金 342,772,888 22.4 345,655,112 25,283,499 370,938,611 25.3 108.2

財 産 収 入 1,773,682 0.1 2,525,823 93 2,525,916 0.2 142.4

寄 附 金 35,094 0.0 33,713 33,713 0.0 96.1

繰 入 金 180,488,491 11.8 114,610,926 9,349,653 123,960,579 8.5 68.7

繰 越 金 39,241,233 2.6 1 17,887,109 17,887,110 1.2 45.6

諸 収 入 180,351,509 11.8 133,896,107 865,676 134,761,783 9.2 74.7

県 債 101,375,979 6.6 93,985,810 5,915,000 99,900,810 6.8 98.5

歳 入 合 計 1,531,839,897 100.0 1,396,758,826 67,689,556 1,464,448,382 100.0 95.6

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度

平 成 ２８ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

262,228,166 17.1 264,172,340 264,172,340 18.0 100.7

46,737,557 3.1 42,938,356 155,192 43,093,548 2.9 92.2

5,867,516 0.4 7,184,628 11,445 7,196,073 0.5 122.6

39,328,274 2.6 40,754,242 40,754,242 2.8 103.6

140,543,497 9.2 117,182,994 117,182,994 8.0 83.4

94,694,414 6.2 22,399,343 35,688,905 58,088,248 4.0 61.3

3,259,757 0.2 2,492,055 2,492,055 0.2 76.4

328,186,604 21.4 316,386,890 2,519,003 318,905,893 21.8 97.2

920,845,785 60.1 813,510,848 38,374,545 851,885,393 58.2 92.5

311,874,471 20.4 259,103,868 26,352,366 285,456,234 19.5 91.5

218,213,652 14.2 177,631,671 19,225,384 196,857,055 13.4 90.2

 公  共 165,418,889 10.8 139,669,832 15,729,115 155,398,947 10.6 93.9

 そ の 他 52,794,763 3.4 37,961,839 3,496,269 41,458,108 2.8 78.5

        単 独 事 業 34,124,425 2.2 45,212,590 176,484 45,389,074 3.1 133.0

 公  共 10,630,459 0.7 12,562,982 64,100 12,627,082 0.9 118.8

 そ の 他 23,493,966 1.5 32,649,608 112,384 32,761,992 2.2 139.4

33,458,315 2.2 7,630,890 10,000 7,640,890 0.5 22.8

26,078,079 1.7 28,628,717 6,940,498 35,569,215 2.4 136.4

177,855,610 11.6 205,886,081 2,962,563 208,848,644 14.3 117.4

166,197,794 10.8 196,320,029 2,600,710 198,920,739 13.6 119.7

8,581,962 0.6 6,572,837 261,853 6,834,690 0.5 79.6

763,500 0.0 560,000 100,000 660,000 0.0 86.4

2,312,354 0.2 2,433,215 2,433,215 0.2 105.2

489,730,081 32.0 464,989,949 29,314,929 494,304,878 33.8 100.9

111,292,315 7.3 111,958,737 111,958,737 7.6 100.6

6,971,716 0.5 5,299,292 82 5,299,374 0.4 76.0

3,000,000 0.2 1,000,000 1,000,000 0.1 33.3

1,531,839,897 100.0 1,396,758,826 67,689,556 1,464,448,382 100.0 95.6

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

14  予  備  費

補 助 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

補 助 事 業

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

単 独 事 業

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度

平 成 ２８ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

項  目
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 289,600,000 16.8 306,200,000 306,200,000 18.8 105.7

地 方 消 費 税

清 算 金 74,237,000 4.3 86,199,000 86,199,000 5.3 116.1

地 方 譲 与 税 39,635,000 2.3 36,296,000 36,296,000 2.2 91.6

地方特例交付金 786,348 0.0 857,326 857,326 0.1 109.0

地 方 交 付 税 260,674,502 15.1 253,909,023 6,964,515 260,873,538 16.0 100.1

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 521,000 0.0 481,000 481,000 0.0 92.3

分 担 金 及 び

負 担 金 7,854,138 0.5 7,971,147 1,412,566 9,383,713 0.6 119.5

使 用 料 及 び

手 数 料 12,505,372 0.7 14,150,371 11,445 14,161,816 0.9 113.2

国 庫 支 出 金 342,772,888 19.9 345,655,112 25,283,499 370,938,611 22.8 108.2

財 産 収 入 2,339,713 0.1 3,087,230 93 3,087,323 0.2 132.0

寄 附 金 35,094 0.0 33,713 33,713 0.0 96.1

繰 入 金 210,973,252 12.2 150,112,202 9,349,653 159,461,855 9.8 75.6

繰 越 金 39,553,663 2.3 2,059,101 17,887,109 19,946,210 1.2 50.4

諸 収 入 183,922,732 10.7 134,554,677 865,676 135,420,353 8.3 73.6

県 債 257,737,979 15.0 220,060,810 5,915,000 225,975,810 13.9 87.7

歳 入 合 計 1,723,148,681 100.0 1,561,626,712 67,689,556 1,629,316,268 100.0 94.6

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度

平 成 ２８ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ･ 純 計 ） 
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

262,229,980 15.2 264,174,157 264,174,157 16.2 100.7

47,264,622 2.7 43,415,889 155,192 43,571,081 2.7 92.2

5,867,516 0.3 7,184,628 11,445 7,196,073 0.4 122.6

39,328,274 2.3 40,754,242 40,754,242 2.5 103.6

141,227,938 8.2 117,680,621 117,680,621 7.2 83.3

94,708,624 5.5 22,411,524 35,688,905 58,100,429 3.6 61.3

3,259,757 0.2 2,492,055 2,492,055 0.2 76.4

328,747,454 19.1 317,772,149 2,519,003 320,291,152 19.7 97.4

922,634,165 53.5 815,885,265 38,374,545 854,259,810 52.4 92.6

312,030,396 18.1 268,894,624 26,352,366 295,246,990 18.1 94.6

218,309,630 12.7 177,710,680 19,225,384 196,936,064 12.1 90.2

 公  共 165,434,481 9.6 139,688,976 15,729,115 155,418,091 9.5 93.9

 そ の 他 52,875,149 3.1 38,021,704 3,496,269 41,517,973 2.5 78.5

        単 独 事 業 34,184,372 2.0 54,924,337 176,484 55,100,821 3.4 161.2

 公  共 10,630,459 0.6 22,215,982 64,100 22,280,082 1.4 209.6

 そ の 他 23,553,913 1.4 32,708,355 112,384 32,820,739 2.0 139.3

33,458,315 1.9 7,630,890 10,000 7,640,890 0.5 22.8

26,078,079 1.5 28,628,717 6,940,498 35,569,215 2.2 136.4

177,855,610 10.3 205,886,081 2,962,563 208,848,644 12.8 117.4

166,197,794 9.6 196,320,029 2,600,710 198,920,739 12.2 119.7

8,581,962 0.5 6,572,837 261,853 6,834,690 0.4 79.6

763,500 0.0 560,000 100,000 660,000 0.0 86.4

2,312,354 0.1 2,433,215 2,433,215 0.1 105.2

489,886,006 28.4 474,780,705 29,314,929 504,095,634 30.9 102.9

302,086,541 17.5 265,463,064 265,463,064 16.3 87.9

5,541,969 0.3 4,497,678 82 4,497,760 0.3 81.2

3,000,000 0.2 1,000,000 1,000,000 0.1 33.3

1,723,148,681 100.0 1,561,626,712 67,689,556 1,629,316,268 100.0 94.6

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

 5  貸  付  金

平 成 ２８ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ・ 純 計 ） 

項  目

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

単 独 事 業

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度

 6  積  立  金

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

14  予  備  費

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 289,600,000 16.3 306,200,000 306,200,000 18.3 105.7

地 方 消 費 税

清 算 金 74,237,000 4.2 86,199,000 86,199,000 5.1 116.1

地 方 譲 与 税 39,635,000 2.2 36,296,000 36,296,000 2.2 91.6

地方特例交付金 786,348 0.0 857,326 857,326 0.1 109.0

地 方 交 付 税 260,674,502 14.7 253,909,023 6,964,515 260,873,538 15.6 100.1

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 521,000 0.0 481,000 481,000 0.0 92.3

分 担 金 及 び

負 担 金 13,439,990 0.8 13,923,267 1,446,147 15,369,414 0.9 114.4

使 用 料 及 び

手 数 料 29,654,115 1.7 31,284,909 11,445 31,296,354 1.9 105.5

国 庫 支 出 金 344,193,458 19.4 347,175,331 25,347,387 372,522,718 22.2 108.2

財 産 収 入 3,602,742 0.2 3,493,678 93 3,493,771 0.2 97.0

寄 附 金 35,094 0.0 33,713 33,713 0.0 96.1

繰 入 金 217,520,997 12.3 155,166,024 9,349,735 164,515,759 9.8 75.6

繰 越 金 39,553,663 2.2 2,059,101 17,887,109 19,946,210 1.2 50.4

諸 収 入 186,134,128 10.5 136,885,020 865,676 137,750,696 8.2 74.0

県 債 264,149,079 14.9 226,869,510 6,032,100 232,901,610 13.9 88.2

内部留保資金等

（ 企 業 会 計 ） 9,621,031 0.5 7,272,706 7,272,706 0.4 75.6

歳 入 合 計 1,773,358,147 100.0 1,608,105,608 67,904,207 1,676,009,815 100.0 94.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度

平 成 ２８ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総　会　計 ･ 純　計 ） 
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（単位:千円,％）

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

263,022,757 14.9 264,987,320 264,987,320 15.9 100.7

54,527,498 3.1 50,617,415 155,192 50,772,607 3.0 93.1

6,788,214 0.4 8,052,961 87,945 8,140,906 0.5 119.9

39,328,274 2.2 40,754,242 40,754,242 2.4 103.6

141,227,938 8.0 117,680,621 117,680,621 7.1 83.3

94,708,624 5.4 22,411,524 35,688,905 58,100,429 3.5 61.3

6,139,099 0.3 2,492,055 2,492,055 0.1 40.6

331,223,937 18.8 320,176,354 2,519,003 322,695,357 19.3 97.4

936,966,341 53.1 827,172,492 38,451,045 865,623,537 51.9 92.4

320,421,171 18.2 278,969,184 26,483,417 305,452,601 18.3 95.3

220,661,618 12.5 180,285,305 19,356,435 199,641,740 12.0 90.5

 公  共 167,786,469 9.5 142,263,601 15,860,166 158,123,767 9.5 94.2

 そ の 他 52,875,149 3.0 38,021,704 3,496,269 41,517,973 2.5 78.5

        単 独 事 業 39,583,584 2.2 61,891,681 176,484 62,068,165 3.7 156.8

 公  共 10,651,513 0.6 22,345,724 64,100 22,409,824 1.3 210.4

 そ の 他 28,932,071 1.6 39,545,957 112,384 39,658,341 2.4 137.1

34,097,890 1.9 8,163,481 10,000 8,173,481 0.5 24.0

26,078,079 1.5 28,628,717 6,940,498 35,569,215 2.1 136.4

178,572,666 10.1 206,815,951 2,969,663 209,785,614 12.6 117.5

166,250,335 9.4 196,320,029 2,600,710 198,920,739 11.9 119.7

9,246,477 0.5 7,502,707 268,953 7,771,660 0.5 84.0

763,500 0.0 560,000 100,000 660,000 0.0 86.4

2,312,354 0.1 2,433,215 2,433,215 0.1 105.2

498,993,837 28.3 485,785,135 29,453,080 515,238,215 30.9 103.3

320,845,070 18.2 281,750,331 281,750,331 16.9 87.8

5,541,969 0.3 4,497,678 82 4,497,760 0.3 81.2

3,008,800 0.2 1,008,800 1,008,800 0.1 33.5

1,765,356,017 100.0 1,600,214,436 67,904,207 1,668,118,643 100.0 94.5

8,002,130 7,891,172 7,891,172 98.6

1,773,358,147 1,608,105,608 67,904,207 1,676,009,815 94.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

総  計

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

 12  公  債  費

 13  繰  出  金

補 助 事 業

単 独 事 業

歳  出  合  計

 14  予  備  費

 15  減価償却費  等

平 成 ２８ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

項  目

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

平成２７年度 平  成　　２８　　年  度
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（単位:千円,％）

区

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

議 会 費 1,729,926 0.1 1,670,847 1,670,847 0.1 96.6

総 務 費 102,553,279 6.7 47,718,489 35,446,619 83,165,108 5.7 81.1

一 民 生 費 149,578,991 9.8 146,810,989 2,845,919 149,656,908 10.2 100.1

衛 生 費 80,294,715 5.2 64,977,756 395,468 65,373,224 4.5 81.4

労 働 費 38,999,237 2.5 14,527,814 40,495 14,568,309 1.0 37.4

般 農 林 水 産 業 費 118,461,245 7.7 98,565,262 14,325,518 112,890,780 7.7 95.3

商 工 費 189,345,873 12.4 158,559,351 56,666 158,616,017 10.8 83.8

土 木 費 172,030,510 11.2 144,410,174 11,557,407 155,967,581 10.7 90.7

会 警 察 費 52,186,606 3.4 53,253,061 15,300 53,268,361 3.6 102.1

教 育 費 227,165,470 14.8 228,699,079 142,700 228,841,779 15.6 100.7

災 害 復 旧 費 177,824,309 11.6 205,746,863 2,863,464 208,610,327 14.2 117.3

計 公 債 費 111,878,536 7.3 112,516,041 112,516,041 7.7 100.6

諸 支 出 金 106,791,200 7.0 118,303,100 118,303,100 8.1 110.8

予 備 費 3,000,000 0.2 1,000,000 1,000,000 0.1 33.3

計 1,531,839,897 100.0 1,396,758,826 67,689,556 1,464,448,382 100.0 95.6

そ 特 別 会 計 307,343,549 278,635,233 278,635,233 90.7

の 準公営企業会計 19,556,585 18,105,479 214,651 18,320,130 93.7

他 公 営 企 業 会 計 30,652,881 28,373,417 28,373,417 92.6

1,889,392,912 1,721,872,955 67,904,207 1,789,777,162 94.7

1,773,358,147 1,608,105,608 67,904,207 1,676,009,815 94.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

平 成 ２７ 年 度 平   成　　２８　　年   度

平 成 ２８ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款 別

合 計

純 計
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（単位:千円,％）

区

１１月現計額 構成比 現計予算額 １１月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

総 務 部 217,983,424 14.2 178,524,452 35,437,493 213,961,945 14.6 98.2

震災復興･企画部 7,422,135 0.5 6,989,150 9,126 6,998,276 0.5 94.3

環 境 生 活 部 16,598,037 1.1 10,587,753 69,728 10,657,481 0.7 64.2

保 健 福 祉 部 216,073,701 14.1 204,390,347 3,171,659 207,562,006 14.2 96.1

経済商工観光部 226,908,144 14.8 172,079,388 97,161 172,176,549 11.8 75.9

農 林 水 産 部 187,248,666 12.2 139,205,878 15,525,422 154,731,300 10.6 82.6

土 木 部 273,722,088 17.9 299,318,390 13,220,967 312,539,357 21.3 114.2

議会・出納・各種委 3,507,426 0.2 3,460,195 3,460,195 0.2 98.7

警 察 本 部 53,802,047 3.5 53,382,091 15,300 53,397,391 3.6 99.2

教 育 庁 213,695,693 14.0 215,305,141 142,700 215,447,841 14.7 100.8

公 債 費 111,878,536 7.3 112,516,041 112,516,041 7.7 100.6

予 備 費 3,000,000 0.2 1,000,000 1,000,000 0.1 33.3

計 1,531,839,897 100.0 1,396,758,826 67,689,556 1,464,448,382 100.0 95.6

そ 特 別 会 計 307,343,549 278,635,233 278,635,233 90.7

の 準公営企業会計 19,556,585 18,105,479 214,651 18,320,130 93.7

他 公 営 企 業 会 計 30,652,881 28,373,417 28,373,417 92.6

1,889,392,912 1,721,872,955 67,904,207 1,789,777,162 94.7

1,773,358,147 1,608,105,608 67,904,207 1,676,009,815 94.5

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

平 成 ２７ 年 度 平   成　　２８　　年   度

平 成 ２８ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別

合 計

純 計

一

般

会

計
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１　国経済対策への対応

新規 担当部局
11月補正
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 280,815 有床診療所等のスプリンクラー等整備への助成

保健福祉部 750,676 社会福祉法人等の施設整備への助成

農林水産部 356,315 農業担い手への助成等

農林水産部 808,681 共同利用施設等整備への助成

農林水産部 750,000 収益力向上に向けた取組への助成

農林水産部 229,300 地域畜産クラスター計画に基づく施設整備への助成

農林水産部 5,676,884 下野目東部地区（大崎市）等

農林水産部 234,652 農地及び農業用施設等の復旧

農林水産部 681,565 原木供給から流通・加工までの一体的な取組への助成

農林水産部 39,010 県営林道二口線の改良工事

農林水産部 135,953 造林保育・衛生伐への助成

農林水産部 90,190 荒廃山地の復旧等

新 農林水産部 57,000 密漁監視船建造等への助成

土木部 5,604,000 三陸縦貫自動車道

土木部 2,145,507 国道３４６号等

土木部 548,373 県道大衡仙台線等

土木部 182,800 国道３４９号等

土木部 1,195,548 白石川等

456,750

土木部 328,650 水位観測局のテレメータ化及び監視カメラの設置

土木部 128,100 災害復旧事業と合わせた河川改修

土木部 132,300 土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査

土木部 105,000 松川地区（蔵王町）

土木部 225,000 仙台塩釜港石巻港区

土木部 290,500 都市計画街路植松田高線（名取市）等

警察本部 15,300 交通管制センター内システム改修

教育庁 142,700 分教室設置のための改修

２　東日本大震災関連

新規 担当部局
11月補正
(千円)

備　　　　考

総務部 22,383,902 復興地域づくりに必要な事業費の積立

経済商工観光部 35,000 東北各県が連携した外国人観光客の誘客促進

経済商工観光部 6,200 大崎地域における外国人観光客の誘客促進等

農林水産部 26,780 農業基盤整備のための実施計画の策定

農林水産部 5,112,405 津波被害農地のほ場整備等

新 農林水産部 19,291 石巻漁港静穏度向上対策の検討

土木部 5,604,000 三陸縦貫自動車道

土木部 505,000 国道３９８号

土木部 225,000 仙台塩釜港石巻港区

新 土木部 30,000 運用時間延長に係る基礎調査等

土木部 83,102 石巻南浜津波復興祈念公園等

総務部 3,845,691 震災復興特別交付税の過交付分等の積立

総務部 263,900 過年度繰越予算の決算剰余金等の積立

広域道路ネットワーク整備費（公共
事業）

復興整備実施計画費

圏域におけるインバウンド誘致促進
費

事業等の名称

東北連携による外国人観光客誘客促
進費

東日本大震災復興交付金基金造成費

農山漁村地域復興基盤総合整備費
（公共事業）

砂防・急傾斜基礎調査費（公共事
業）

港湾事業費（公共事業）

事業等の名称

障害者支援施設整備支援費

水産業競争力強化緊急施設整備費

河川事業費（公共事業）

高規格幹線道路整備費（公共事業）

仙台空港活性化調査費

特別支援学校狭隘化対策費

担い手確保・経営強化支援費

耕種作物共同利用施設整備費

火山砂防事業費（公共事業）

河川改良費

港湾事業費（公共事業）（再掲）

復興関連道路整備費（公共事業）

交通安全施設整備費

高規格幹線道路整備費（公共事業）
（再掲）

都市公園事業費（公共事業）

道路橋りょう事業費（公共事業）

交通安全施設等整備費（公共事業）

河川等災害関連対策費

災害に強い川づくり緊急対策費（公
共事業）

街路事業費（公共事業）

漁業集落防災機能強化効果促進費

東日本大震災復興基金積立金

地域整備推進基金積立金

平成２８年度１１月補正予算（第３号）案の主要項目

農地等整備事業費（公共事業）

農業用施設等災害復旧費

山地治山事業費（公共事業）

医療施設等消防用設備等整備費

産地パワーアップ推進費

畜産・酪農収益力強化整備等特別対
策費

地域間交流促進基盤整備費（公共事
業）

合板・製材生産性強化対策費

森林育成費（公共事業）
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３　その他

新規 担当部局
11月補正
(千円)

備　　　　考

環境生活部ほか [4,063,000] 指定管理者委託施設（14施設）

[1,200,000]

土木部 [577,000] 舗装補修等

[223,000] 道路区画線塗替等

道路管理者分
［債務負担行為］

土木部 [123,000]

公安委員会分
［債務負担行為］

警察本部 [100,000]

土木部 [400,000] 堆積土砂撤去

保健福祉部 27,780 周産期医療を支える医療従事者育成への助成等

新 保健福祉部 [49,000] 循環器・呼吸器病センター医療機能移管に向けた設計等

新 保健福祉部 17,600 防犯カメラ設置等

83,976

新 経済商工観光部 3,568 首都圏大学生の県内企業での就業体験

新 経済商工観光部 2,000 留学生の県内企業への就職支援

新 経済商工観光部 2,798 外資系企業等の誘致

農林水産部 39,010 県営林道二口線の改良工事

新 農林水産部 36,600 首都圏における県産水産物の販路拡大等

経済商工観光部 7,100 自然公園施設の復旧

農林水産部 120,325 治山施設（防潮堤）の復旧

農林水産部 744,927 漁港施設の復旧

農林水産部 91,146 養殖施設復旧への助成

土木部 95,000 公共土木施設の復旧等

土木部 1,575,660 港湾施設の復旧等

総務部 8,944,000 決算剰余金積立

　地域間交流促進基盤整備費
　（公共事業）（再掲）

地方創生推進費

結核医療提供施設整備費
［債務負担行為］

周産期医療従事者確保・育成支援費

公共事業等推進費（ゼロ県債）
［債務負担行為］
道路橋りょう事業費
［債務負担行為］

事業等の名称

公共施設管理運営業務委託費
［債務負担行為］

　外国人留学生県内就職支援費

自然公園施設災害復旧費

財政調整基金積立金

　外資系企業誘致促進費

港湾施設災害復旧費

　「みやぎの水産物」販路拡大費

河川等災害復旧費

県立社会福祉施設防犯対策費

交通安全施設整備費
［債務負担行為］

河川事業費
［債務負担行為］

治山施設災害復旧費

漁港施設災害復旧費

養殖施設復旧支援費

　地方創生インターンシップ費
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第３５８回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧

Ⅰ 予算議案（３件）

（１） 議第 271 号議案

（２） 議第 272 号議案

（３） 議第 273 号議案

平成 28年度 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                     

平成 28年度 宮城県流域下水道事業特別会計補正予算                     

平成 28年度 宮城県港湾整備事業特別会計補正予算 
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Ⅱ 予算外議案（６３件）

１ 条例議案（１０件）

（１） 議第 274 号議案

（２） 議第 275 号議案

行 政 機 関 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

も土地区画整理事業の換地処分に伴い，規定の整備を行おうと

するもの  

もも施行も公布の日

もも所管も人事課あ

○主な内容

あ仙台市田子西土地区画整理事業の換地処分に伴う規定の整備

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

あ職員の給与を改定するため，所要の改正を行おうとするもの 

施行あ公布の日等

所管あ人事課

○主な内容

あ１ 給料表の額の引上げ 平均＋０．２１％

２ 勤勉手当の引上げ 

年間支給月数（期末手当及び勤勉手当の合計） 

 ４．２月分 → ４．３月分 （＋０．１月分） 

３ 医師等の初任給調整手当の引上げ 

月額413,300円 → 413,800円 
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（３） 議第 276 号議案 

 

 

 

 

 

 

（４） 議第 277 号議案 

 

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条 

例の一部を改正する条例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も知事等の給与等を改定するため，所要の改正を行おうとする 

ものも 

施行も公布の日等 

もも所管も人事課ああ 

○主な内容 

 １ 期末手当の引上げ 

   年間支給月数 ３.１５月分 → ３．２５月分（＋０．１月分） 

   対象者 知事，副知事，教育長，公営企業管理者及び常勤監査委員 

 ２ 選挙管理委員会補充員に係る報酬の規定を追加 

 

職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する 

条例 

  

育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉 

に関する法律等の改正に準じ，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も平成２９年１月１日等 

もも所管も人事課 

  

 

○主な内容 

あ１あ介護休暇の分割取得を可能とする規定の整備 

あああ連続する６月以内 → ３回以内かつ合計６月以内 

あ２あ介護に係る勤務時間の短縮措置制度の新設 
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（５） 議第 278 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 議第 279 号議案 

 

 

 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

も国家公務員退職手当法の改正に準じ，所要の改正を行おうと 

するものも 

施行も平成２９年１月１日 

もも所管も職員厚生課 

 

 

○主な内容 

 １ 雇用保険対象者の変更に伴う規定の整理 

 ２ 雇用保険の就職促進給付の拡充に伴う規定の整理 

事務処理の特例に関する条例及び特定非営利活動促進法 

施行条例の一部を改正する条例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

あ特定非営利活動促進法の改正に伴い，所要の改正を行おうと 

するものも 

ああ施行あ特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行

あああああの日等 

ああ所管あ市町村課，共同参画社会推進課 

○主な内容 

 認定ＮＰＯ法人等の海外送金等に関する書類の事後届出への一本化 

に伴う規定の整理 
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（７） 議第 280 号議案 

 

 

 

 

 

（８） 議第 281 号議案 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 

 
あ知事の権限に属する事務の一部を新たに市町村が処理するこ

と等とするため，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も平成２９年４月１日等 

もも所管も市町村課 

  

 

○主な内容 

あ１ 市町村の申出に基づく事務の移譲 → ３事務 

 ２ 移譲事務の範囲の見直し     → １事務 

 ３ 法定移譲事項となった条例で定める事務の規定を削除 

ああ → ２事務 

 ４ 根拠法令の改正により規定の整理等を行うもの → ２事務 

 

 

県 立 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設使用料について，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も公布の日 

もも所管も都市計画課 

 
 

 

○主な内容 

あ岩沼海浜緑地内の施設に係る利用料金を改定 
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（９） 議第 282 号議案 

 

 

 

 

 

(10） 議第 283 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉 

に関する法律等の改正に準じ，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も平成２９年１月１日等 

もも所管も教職員課 

  

 

○主な内容 

あ１あ介護休暇の分割取得を可能とする規定の整備 

あああ連続する６月以内 → ３回以内かつ合計６月以内 

あ２あ介護に係る勤務時間の短縮措置制度の新設 

 

道路交通法等の改正に伴い，各種手数料の新設等を行おうと 

するもの 

もも施行も道路交通法の一部を改正する法律の施行の日（平成 

あああああ２９年３月１２日） 

もも所管も警察本部 

 

公安委員会関係手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

 

○主な内容 

あ１ 準中型自動車の区分新設に伴う試験手数料の新設 

 ２ 高齢者講習手数料の区分新設に伴う手数料の新設 
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２ 条例外議案（５３件） 

 

（１） 議第 284 号議案 

 

 

 

 

 

 

（２） 議第 285 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

当 せ ん 金 付 証 票 の 発 売 限 度 額 に つ い て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

あ平成２９年度において県が発売する自治宝くじの発売限度額 

について，当せん金付証票法の定めるところにより，議会の議 

決を受けようとするもの 

あ所管あ財政課 

○宝くじの発売限度額 １１０億円 

指定管理者の指定について（宮城県蔵王野鳥の森自然観 

察センター） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

宮城県蔵王野鳥の森自然観察センターの指定管理者を指定す 

ることについて，地方自治法の定めるところにより，議会の議 

決を受けようとするもの 

あ所管あ自然保護課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ特定非営利活動法人宮城県森林インス

あああああああああああああああトラクター協会 あああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 
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（３） 議第 286 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 議第 287 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の指定について（宮城県クレー射撃場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

宮城県クレー射撃場の指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あ自然保護課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ一般社団法人宮城県猟友会ンスああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日ああ 

指定管理者の指定について（宮城県県民の森） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

宮城県県民の森の指定管理者を指定することについて，地方 

自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとするも 

の 

あ所管あ自然保護課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ特定非営利活動法人宮城県森林インス

あああああああああああああああトラクター協会 あ あ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 
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（５） 議第 288 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 議第 289 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の指定について（宮城県昭和万葉の森） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

宮城県昭和万葉の森の指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あ自然保護課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ株式会社万葉まちづくりセンター 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～あああああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日あああああ 

指 定 管 理 者 の 指 定に つ い て （ 宮 城 県援 護 寮 ） 

 

 

 

も 

宮城県援護寮の指定管理者を指定することについて，地方自 

治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ障害福祉課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ社会福祉法人宮城県社会福祉協議会 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ああああああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日ああああああ 
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（７） 議第 290 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 議第 291 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の指定について（松岩漁港の指定施設） 

 

 
も 

松岩漁港の指定施設の指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あ水産業基盤整備課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県漁業協同組合あ● 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

指定管理者の指定について（日門漁港の指定施設） 

 

 
も 

日門漁港の指定施設の指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あ水産業基盤整備課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県漁業協同組合あ●あああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 
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（９） 議第 292 号議案

（10） 議第 293 号議案

指定管理者の指定について（塩漁港の指定施設（物揚 

場，岸壁，護岸及び桟橋横泊地）） 

も 

塩漁港の指定施設（物揚場，岸壁，護岸及び桟橋横泊地） 

の指定管理者を指定することについて，地方自治法の定めると 

ころにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ水産業基盤整備課 

○主な内容

あ１あ指定しようとする団体あ塩竈市観光物産協会●あ

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

指定管理者の指定について（塩漁港の指定施設（越の 

浦泊地）） 

も 

塩漁港の指定施設（越の浦泊地）の指定管理者を指定する 

ことについて，地方自治法の定めるところにより，議会の議決 

を受けようとするもの 

あ所管あ水産業基盤整備課 

○主な内容

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県漁業協同組合あ●●●●あ

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 
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（11） 議第 294 号議案 

 

 

 

 

 

 
 
 

（12） 議第 295 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の指定について（女川漁港の指定施設（南防 

波堤横泊地及び物揚場護岸横泊地）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

女川漁港の指定施設（南防波堤横泊地及び物揚場護岸横泊地） 

の指定管理者を指定することについて，地方自治法の定めると 

ころにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ水産業基盤整備課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県漁業協同組合あ●●●あああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

指定管理者の指定について（仙台塩港仙台港区港湾環 

境整備施設（中央公園及びリバーウォーク）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も 

仙台塩港仙台港区港湾環境整備施設（中央公園及びリバー 

ウォーク）の指定管理者を指定することについて，地方自治法 

の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ港湾課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ株式会社東北ダイケン●●●あああ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

- 30 -



 

 

（13） 議第 296 号議案 

 

 

 

 

 

 

（14） 議第 297 号議案 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の指定について（宮城県宮城野原公園総合運 

動場（宮城球場及び駐車場以外の施設）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県宮城野原公園総合運動場（宮城球場及び駐車場以外の 

施設）の指定管理者を指定することについて，地方自治法の定 

めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あスポーツ健康課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ公益財団法人仙台市スポーツ振興事業 

あ１あ指定しようとする団体あ団 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

指定管理者の指定について（宮城県第二総合運動場（宮 

城県仙南総合プール及び宮城県長沼ボート場以外の施 

設））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県スポーツ振興財団・ミズノグル 

ープ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

も宮城県第二総合運動場（宮城県仙南総合プール及び宮城県長 

沼ボート場以外の施設）の指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あスポーツ健康課 
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（15） 議第 298 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 議第 299 号議案 

 

 

指定管理者の指定について（宮城県仙南総合プール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も宮城県仙南総合プールの指定管理者を指定することについて， 

地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとす 

るもの 

あ所管あスポーツ健康課 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あセントラルスポーツ株式会社 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 

 

指定管理者の指定について（宮城県総合運動公園（宮城 

スタジアム，宮城スタジアム補助競技場，投てき場，総 

合体育館，総合プール，テニスコート及び合宿所並びに 

それらの周辺の公園施設並びに宮城県サッカー場）） 

も 

宮城県総合運動公園（宮城スタジアム，宮城スタジアム補助 

競技場，投てき場，総合体育館，総合プール，テニスコート及 

び合宿所並びにそれらの周辺の公園施設並びに宮城県サッカー 

場）の指定管理者を指定することについて，地方自治法の定め 

るところにより，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あスポーツ健康課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主な内容 

あ１あ指定しようとする団体あ宮城県スポーツ振興財団・同和興業・

セあ１あ指定しようとする団体セントラルスポーツグループ 

２あ指 定 の 期 間あ平成２９年４月１日～ 

あ２あ指 定 の 期 間あ平成３４年３月３１日 
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（17） 議第 300 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18） 議第 301 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県道の路線認定について（一般県道美田園増田線） 

 

 

 

も 

県道の路線を認定することについて，道路法の定めるところ 

により，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ道路課 

 

○起点あ名取市美田園 

○終点あ名取市飯野坂 

県道の路線廃止について（一般県道杉ヶ袋増田線） 

 

 

 

も 

県道の路線を廃止することについて，道路法の定めるところ 

により，議会の議決を受けようとするもの 

あ所管あ道路課 

 

○起点あ名取市杉ヶ袋 

○終点あ名取市増田 
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（19） 議第 302 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（20） 議第 303 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和 解 に つ い て 

 

 道路改良事業用地における所有権に係る和解について，地方 

自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとするも 

の 

ああ所管あ用地課 

○主な内容 

 １ 和解の相手方 不在者財産管理人 稲辺博幸 

 ２ 和解の内容 

   相手方は，県に対し，道路改良事業に必要な用地について， 

県が所有権を有することを確認する  

和 解 及 び 損 害 賠 償 の 額 の 決 定 に つ い て 

 

 

 

も県営住宅敷地内で発生した倒木による車両の損傷事故に係る 

和解及び損害賠償の額の決定について，地方自治法の定めると 

ころにより，議会の議決を受けようとするもの 

 所管 住宅課 

○事故発生日 平成２８年６月３０日 

○損害賠償額 1,050,174円 
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（21） 議第 304 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（22） 議第 305 号議案 

 

 

 

 

 

公 立 大 学 法 人 宮 城 大 学 の 定 款 変 更 に つ い て 

 も公立大学法人宮城大学の定款変更について，地方独立行政法 

人法の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

ああ所管あ私学文書課 

 

 

 

○定款変更の内容 

 平成２９年４月に学部・学科制から学群・学類制に移行することに伴

う変更 

公立大学法人宮城大学が達成すべき業務運営に関する目

標の変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も公立大学法人宮城大学が達成すべき業務運営に関する目標を

変更することについて，地方独立行政法人法の定めるところ

により，議会の議決を受けようとするもの 

ああ所管あ私学文書課 

○目標変更の内容 

 平成２９年４月に学部・学科制から学群・学類制に移行することに伴

う変更 
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（23） 議第 306 号議案 

 

 

 

あ 

 

（24） 議第 307 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方独立行政法人宮城県立病院機構が達成すべき業務運

営に関する目標の変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も地方独立行政法人宮城県立病院機構が達成すべき業務運営に 

関する目標を変更することについて，地方独立行政法人法の定 

めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

ああ所管あ医療整備課 

 

○目標変更の内容 

 循環器・呼吸器病センターの医療機能移管に伴う変更 

 

 

工事委託契約の締結について（一般県道石巻女川線浦宿 

こ線橋新設工事） 

 
 

  

 ● 委 託 金 額 あ 1,560,788,000円 

 ● 契約の相手方 あ 東日本旅客鉄道株式会社 

ああ所管あ道路課 

○施工地名あ牡鹿郡女川町浦宿浜地内 

○工事内容あ橋梁上
りよう

部工あＬ＝101.7ｍ 

○工事内容あ橋梁下部工あＮ＝2基 

ああああああ仮設工あ一式 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年３月２７日 
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（25） 議第 308 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（26） 議第 309 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

工事委託契約の締結について（八幡川護岸等災害復旧工 

事） 
 

●委 託 金 額 あ 614,290,068円 

●契約の相手方 あ 南三陸町 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ本吉郡南三陸町志津川地内 

○工事内容あ復旧延長あＬ＝171.0ｍ 

あああああああ築堤盛土工あＶ＝23,400㎥ 

あああああああ護岸工あＡ＝7,211㎡ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年３月２７日 

工事請負契約の締結について（一般国道３９８号内海橋 

（仮称）災害復旧工事（その３）） 

 
 

 

●請 負 金 額あ 1,663,092,000円 

●契約の相手方あＪＦＥエンジニアリング株式会社 

ああ所管あ道路課 

○施工地名あ石巻市中央地内 

○工事内容あ橋梁上
りよう

部工あＬ＝202.0ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年９月２８日 
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（27） 議第 310 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（28） 議第 311 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（一般県道石巻工業港矢本 

線定川大橋災害復旧工事（その２））  

●請 負 金 額あ 719,388,000円 

●契約の相手方 あ ＪＦＥエンジニアリング株式会社 

●●所管あ道路課 

○施工地名あ石巻市門脇地内外 

○工事内容あ橋梁上
りよう

部工あＬ＝164.8ｍ  

○工  期あ議決の日の翌日～平成３０年５月３１日 

工事請負契約の締結について（皿貝川等護岸等災害復旧 

工事） 
 

●請 負 金 額 あ 1,060,560,000円 

●契約の相手方あ㈱武山興業・佐田建設㈱復旧・復興建設工 

●契約の相手方あ事共同企業体 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ石巻市北上町十三浜地内外 

○工事内容あ復旧延長あＬ＝1,770.0ｍ 

あああああああ築堤盛土工あＶ＝16,300㎥ 

あああああああ法覆護岸工あＡ＝22,302㎡ 

あああああああ排水樋管あＮ＝2基 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年３月２５日 
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（29） 議第 312 号議案

（30） 議第 313 号議案

工事請負契約の締結について（仙台塩港石巻港区航路 

等災害復旧及び浚渫
しゆんせつ

工事） 

●請 負 金 額 あ 622,339,200円

●契約の相手方 あ 東洋建設株式会社

●●所管あ港湾課

○施工地名あ石巻市中島町地先外

○工事内容あ浚渫工

あああああああ中央水路あＶ＝26,712㎥

あああああああ西水路あＶ＝16,289㎥あ外

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成２９年３月２７日

工事請負契約の締結について（仙台塩港仙台港区防潮 

堤建設工事） 

●請 負 金 額 あ 864,000,000円

●契約の相手方 あ 株式会社橋本店

●●所管あ港湾課

○施工地名あ仙台市宮城野区中野地内外

○工事内容あ施工延長あＬ＝615.2ｍ

あああああああ防潮堤工あＬ＝615.2ｍ

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年３月２５日
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（31） 議第 314 号議案 

 

 

 

 

 

 

（32） 議第 315 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（仙台塩港石巻港区防潮 

堤建設工事（その１１）） 
 

●請 負 金 額 あ 2,289,492,000円 

●契約の相手方 あ 五洋・丸本・マルテック特定建設工事共同 

●契約の相手方 あ 企業体 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ石巻市重吉町地内外 

○工事内容あ施工延長あＬ＝548.7ｍ 

あああああああ防潮堤工あＬ＝548.7ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年３月２５日 

工事請負契約の締結について（仙台塩港石巻港区防潮 

堤建設工事（その１２）） 
 

●請 負 金 額 あ 1,231,200,000円 

●契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ石巻市西浜町地内 

○工事内容あ施工延長あＬ＝1,267.0ｍ 

あああああああ防潮堤工あＬ＝1,267.0ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年３月２５日 
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（33） 議第 316 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（34） 議第 317 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（仙台塩港石巻港区防潮 

堤災害復旧及び建設工事（その２）） 
 

●請 負 金 額 あ 560,520,000円 

●契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ東松島市大曲地内 

○工事内容あ施工延長あＬ＝860.0ｍ 

あああああああ防潮堤工あＬ＝860.0ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年３月２６日 

工事請負契約の締結について（雄勝港防潮堤等災害復旧 

工事（その１）） 
 

●請 負 金 額 あ 578,340,000円 

●契約の相手方 あ 津田海運株式会社 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ石巻市雄勝町大浜地先外 

○工事内容あ復旧延長あＬ＝1,009.0ｍ 

あああああああ防潮堤工あＬ＝306.5ｍ 

あああああああ防波堤工あＬ＝15.4ｍ 

あああああああ物揚場工あＬ＝174.2ｍ 

あああああああ臨港道路工あＬ＝512.9ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年３月２６日 
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（35） 議第 318 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（36） 議第 319 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（雄勝港防潮堤等災害復旧 

工事（その２）） 
  

●請 負 金 額 あ 447,519,600円 

●契約の相手方 あ 豊国工業株式会社 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ石巻市雄勝町大浜地先外 

○工事内容あ復旧延長あＬ＝75.4ｍ 

あああああああ陸閘製作・据付あＮ＝5基 

あああああああ水門製作・据付あＮ＝4基 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年３月２６日 

工事請負契約の締結について（都市計画道路矢本門脇線 

大曲道路等災害復旧及び改築工事） 
 

●請 負 金 額 あ 1,064,880,000円 

●契約の相手方 あ 若生工業株式会社 

●●所管あ都市計画課 

○施工地名あ東松島市大曲地内 

○工事内容あ施工延長あＬ＝491.2ｍ 

あああああああ盛土工あＶ＝7,030㎥ 

あああああああ函渠
かんきよ

工あＬ＝62.2ｍ 

あああああああ擁壁工あＬ＝42.0ｍあ外 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年１１月３０日 
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（37） 議第 320 号議案 

 

 

 

 

 

 

（38） 議第 321 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（宮城県農業高等学校校舎 

等災害復旧工事（その６）） 

●請 負 金 額 あ 735,480,000円 

●契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

●●所管あ施設整備課 

○施工地名あ名取市高舘吉田地内 

○工事内容あ畜産実習棟 Ｓ造２階建  

あああああああ延床面積441㎡ 

○工事内容あ畜舎 Ｓ造平家 

あああああああ延床面積1,023㎡（３棟）あ外 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３０年１月１２日 

工事請負変更契約の締結について（寒風沢地区海岸堤防 

災害復旧工事（その１）） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,677,098,760円 → 1,014,529,380円 

●契約の相手方 あ 熱海建設株式会社 

●●所管あ農村整備課 

○議 決 日 あ 平成２５年１０月３日あ議第２３３号議案 

○第一回変更 あ 平成２５年１１月２２日提出あ報告第１００号 

○第二回変更 あ 平成２６年９月１７日提出あ報告第２０１号 

○第三回変更 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第２号 

○第四回変更 あ 平成２８年２月２４日提出あ報告第１号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（39） 議第 322 号議案 

 

 

 

 

 

 

（40） 議第 323 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（寒風沢地区海岸堤防 

災害復旧工事（その２）） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,744,916,100円 → 1,152,635,490円 

●契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

●●所管あ農村整備課 

○議 決 日 あ 平成２５年１０月３日あ議第２３４号議案 

○第一回変更 あ 平成２５年１１月２２日提出あ報告第１０１号 

○第二回変更 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第３号 

○第三回変更 あ 平成２８年２月２４日提出あ報告第２号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（寒風沢地区海岸堤防 

災害復旧工事（その４）） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,465,525,440円 → 861,759,000円 

●契約の相手方 あ 熱海建設株式会社 

●●所管あ農村整備課 

○議 決 日 あ 平成２５年１１月２５日あ議第３０４号議案 

○変 更 日 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第７号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（41） 議第 324 号議案 

 

 

 

 

 

 

（42） 議第 325 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（五ヶ村堀排水機場建 

設工事） 
 

あ請 負 金 額 あ 660,930,840円 → 670,736,160円 

●契約の相手方 あ 株式会社浅野工務店 

●●所管あ農村整備課 

○議 決 日 あ 平成２６年１０月１６日あ議第２５９号議案 

○第一回変更 あ 平成２６年１１月２６日提出あ報告第２７５号 

○第二回変更 あ 平成２７年６月１５日提出あ報告第１２０号 

○第三回変更 あ 平成２７年１２月１８日あ議第３２１号議案 

○第四回変更 あ 平成２８年３月１５日あ議第１５０号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

工事請負変更契約の締結について（大谷工区農地災害復 

旧及び区画整理工事） 

あ請 負 金 額 あ 858,054,600円 → 854,015,400円 

●契約の相手方 あ 上田建設株式会社 

●●所管あ農地復興推進室 

○議 決 日 あ 平成２５年１０月３１日あ議第２５４号議案 

○第一回変更 あ 平成２６年１月１６日提出あ報告第２号 

○第二回変更 あ 平成２７年２月１８日あ議第８５号議案 

○第三回変更 あ 平成２７年１２月１日あ議第３２３号議案 

○第四回変更 あ 平成２８年２月１７日あ議第９８号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（43） 議第 326 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（44） 議第 327 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（名取地区区画整理工 

事（その３）） 

あ請 負 金 額 あ 1,259,073,720円 → 1,596,911,760円 

●契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

●●所管あ農地復興推進室 

○議 決 日 あ 平成２６年９月１８日あ議第２６０号議案 

○第一回変更 あ 平成２６年１１月２６日提出あ報告第２７６号 

○第二回変更 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第１２号 

○第三回変更 あ 平成２７年９月３日提出あ報告第１９８号 

○第四回変更 あ 平成２７年１２月１日あ議第３２４号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（名取地区農地災害復 

旧及び区画整理工事（その３）） 

あ請 負 金 額 あ 828,343,800円 → 1,185,989,040円 

●契約の相手方 あ 東花建設株式会社 

●●所管あ農地復興推進室 

○議 決 日 あ 平成２６年１１月２７日あ議第３７２号議案 

○第一回変更 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第１７号 

○第二回変更 あ 平成２７年１１月３０日提出あ報告第２５４号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更等による請負金額の変更 
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（45） 議第 328 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（46） 議第 329 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（磯地区区画整理工事） 

あ請 負 金 額 あ 499,595,040円 → 514,655,640円 

●契約の相手方 あ 株式会社佐藤建設 

●●所管あ農地復興推進室 

○施 工 地 名あ亘理郡山元町坂元地内 

○工 事 内 容あ区画整理工あＡ＝16.4ha 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（廻館工区農地災害復 

旧及び区画整理工事） 

あ請 負 金 額 あ 491,133,240円 → 566,809,920円 

●契約の相手方 あ 株式会社佐々貞土建 

●●所管あ農地復興推進室 

○施 工 地 名あ本吉郡南三陸町志津川地内 

○工 事 内 容あ農地災害復旧工あＡ＝15.1ha 

○工 事 内 容あ区画整理工あＡ＝15.1ha 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 
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（47） 議第 330 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（48） 議第 331 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（渡波漁港防波堤等災 

害復旧及び防潮堤新築工事） 
 

あ請 負 金 額 あ 816,880,680円 → 1,025,569,080円 

●契約の相手方 あ 遠藤興業株式会社 

●●所管あ漁港復興推進室 

○議 決 日あ平成２７年７月３日あ議第２１１号議案 

○変 更 日あ平成２７年９月３日提出あ報告第２１０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（五間堀川護岸等災害 

復旧工事（その３）） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,826,898,840円 → 1,789,817,040円 

あ契約の相手方 あ 株式会社佐藤建設 

●●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２６年２月２０日あ議第７５号議案 

○第一回変更あ平成２６年５月２１日提出あ報告第１１８号 

○第二回変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３０９号 

○第三回変更あ平成２７年１２月１日あ議第３３４号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 
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（49） 議第 332 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（50） 議第 333 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（五間堀川護岸等災害 

復旧工事（その４）） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,855,579,320円 → 1,879,771,320円 

●契約の相手方 あ 春山建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２６年２月２０日あ議第７６号議案 

○第一回変更あ平成２６年５月２１日提出あ報告第１１９号 

○第二回変更あ平成２７年１２月１日あ議第３３５号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（菖蒲田地区海岸堤防 

等災害復旧工事）  

あ請 負 金 額 あ 1,774,850,400円 → 1,800,914,040円 

●契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○議 決 日 あ 平成２６年３月２０日あ議第１３９号議案 

○第一回変更 あ 平成２６年６月１３日提出あ報告第１７６号 

○第二回変更 あ 平成２７年２月２５日提出あ報告第５２号 

○第三回変更 あ 平成２７年１１月３０日提出あ報告第２７９号 

○第四回変更 あ 平成２８年２月１７日あ議第１０９号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（51） 議第 334 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（52） 議第 335 号議案 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（大川等護岸等災害復 

旧工事）  

あ請 負 金 額 あ 12,067,664,040円 → 14,142,500,640円 

●契約の相手方 あ 三井住友・福田・寄神建設工事共同企業体 

●●所管あ河川課 

○議 決 日 あ 平成２６年１０月１６日あ議第３２１号議案 

○第一回変更 あ 平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２３号 

○第二回変更 あ 平成２８年２月２４日提出あ報告第９７号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の承認を求めることについて（控訴の提起） 

も石巻市立大川小学校における児童の津波被害に関する損害賠 

償請求事件に係る控訴の提起について，平成２８年１１月４日 

専決処分したので，その承認を求めようとするもの 

ああ所管あ教職員課 

○主な内容 

 １ 控訴の相手方 

   ２９名 

 ２ 控訴の趣旨 

（1）原判決中，控訴人石巻市及び県の敗訴部分を取り消す 

（2）相手方の請求を棄却する 

（3）訴訟費用は第１，第２審とも相手方の負担とする 
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（53） 議第 336 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の承認を求めることについて（調停案の受諾及 

び損害賠償の額の決定） 

 

 

 

 

 

 

も損害賠償請求調停事件について，仙台簡易裁判所から提示の 

あった調停案の受諾及び損害賠償の額の決定に関し，平成２８ 

年１１月２日専決処分したので，その承認を求めようとするも 

の 

ああ所管あ教育庁総務課 
 

 

○調停案の内容 

 県及び元職員は，申立人に対し，連帯して，本件解決金として200万

円の支払義務があることを認める 
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Ⅲ 報告（５０件） 

 

（１） 報告第 288 号 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

（２） 報告第 289 号 

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（寒風沢地区海岸堤防災害復旧 

工事（その３）の請負契約の変更） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,434,110,400 円 → 1,160,026,920円 

 あ 契約の相手方あ株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２５年１１月２５日あ議第３０３号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 

専決処分の報告について（荒浜第１排水機場機械設備工 

事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 511,370,280円 → 512,112,240円 

 あ 契約の相手方 あ 産電工業株式会社 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３６９号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第８号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 

- 52 -



 

 

（３） 報告第 290 号 

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 報告第 291 号 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（五ヶ村堀排水機場機械設備工 

事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 657,680,040円 → 660,957,840円 

 あ 契約の相手方 あ 産電工業株式会社 

○議 決 日あ平成２７年１２月１８日あ議第３１２号議案 

○変 更 日あ平成２８年２月２４日提出あ報告第６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 

専決処分の報告について（岩沼地区農地災害復旧及び区 

画整理工事（その３）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 1,483,563,600円 → 1,516,746,600円 

あ契約の相手方あ春山建設株式会社 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２６６号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第２８２号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 
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（５） 報告第 292 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 報告第 293 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（松島湾沿岸漁場整備工事の請 

負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 972,000,000円 → 973,506,600円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３５号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

専決処分の報告について（石巻漁港雨水排水ポンプ場建 

設工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,971,271,080円 → 1,972,209,600円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

○議 決 日あ平成２５年１１月２５日あ議第３０７号議案 

○一回目変更あ平成２６年１月１６日提出あ報告第１２号 

○二回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１３０号 

○三回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第３０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 
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（７） 報告第 294 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 報告第 295 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（波路上漁港防波堤等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

 

 
あ請 負 金 額 あ 1,234,378,440円 → 1,262,258,640円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社阿部伊組 

○議 決 日あ平成２６年３月２０日あ議第１６３号議案 

○一回目変更あ平成２６年６月１３日提出あ報告第１６５号 

○二回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第３５号 

○三回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第３３号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

専決処分の報告について（渡波漁港桟橋等災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 1,647,614,520円 → 1,716,123,240円 

 あ 契約の相手方 あ 五洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年３月１８日あ議第１５１号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１３８号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第４４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 
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（９） 報告第 296 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 報告第 297 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（渡波漁港防潮堤災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 952,413,120円 → 1,061,829,000円 

 あ 契約の相手方 あ 大豊建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年１２月１日あ議第３１４号議案 

○変 更 日あ平成２８年２月２４日提出あ報告第５１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

専決処分の報告について（志津川漁港防波堤等補修工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 1,398,147,480円 → 1,479,839,760円 

 あ 契約の相手方 あ 大豊建設株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６３号議案 

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１５８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

- 56 -



 

 

（11） 報告第 298 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 報告第 299 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（閖上漁港広浦橋架換（下部工） 

工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 942,778,440円 → 946,467,720円 

 あ 契約の相手方 あ 熱海建設・戸沼岩崎建設復旧・復興建設工 

 あ 契約の相手方 あ 事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６４号議案 

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１５９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

専決処分の報告について（渡波漁港防潮堤災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 844,078,320円 → 892,491,480円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８０号議案 

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１７５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 
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（13） 報告第 300 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14） 報告第 301 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（閖上漁港防潮堤新築工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 571,320,000円 → 571,835,160円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社エム・テック 

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３６号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日 

 

専決処分の報告について（一般国道３９８号内海橋（仮 

称）災害復旧工事の請負契約の変更）  

 

あ請 負 金 額 あ 1,883,571,840円 → 1,950,738,120円 

●契約の相手方 あ 株式会社アルファー建設 

 

○議 決 日あ平成２６年７月３日あ議第２１８号議案 

○一回目変更あ平成２６年９月１７日提出あ報告第２３１号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第５４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 
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（15） 報告第 302 号 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 報告第 303 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（一般県道大島浪板線小々汐道 

路改良工事の請負契約の変更）  

 

あ請 負 金 額 あ 1,480,125,960円 → 1,480,327,920円 

●契約の相手方 あ 小野良組・佐藤庫組復旧・復興建設工事共 

●契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７１号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３００号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第５７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 

専決処分の報告について（一般県道石巻工業港矢本線定 

川大橋災害復旧工事の請負契約の変更）  

 

あ請 負 金 額 あ 1,617,087,240円 → 1,680,009,120円 

●契約の相手方 あ 株式会社カルヤード 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３７５号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第４４号 

○二回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２６７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 
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（17） 報告第 304 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18） 報告第 305 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（主要地方道気仙沼唐桑線浪板 

橋災害復旧工事の請負契約の変更）  

 

あ請 負 金 額 あ 520,335,360円 → 506,699,280円 

●契約の相手方 あ 株式会社アスリード 

○議 決 日あ平成２７年２月１８日あ議第６４号議案 

○変 更 日あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１５０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 

専決処分の報告について（一般県道石巻女川線浦宿橋（仮 

称）新設（下部工）工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,531,440,000円 → 1,534,175,640円 

あ契約の相手方 あ 東日本コンクリート・大豊建設復旧・復興 

あ契約の相手方 あ 建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３７号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２１日 
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（19） 報告第 306 号

（20） 報告第 307 号

専決処分の報告について（大島地区海岸護岸等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 2,367,237,960円 → 2,552,465,520円 

 あ 契約の相手方 あ 若築・あおみ・吉田建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２５年１２月１３日あ議第３１６号議案

○一回目変更あ平成２６年２月２７日提出あ報告第６９号

○二回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１５９号

○三回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２４６号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日

専決処分の報告について（南貞山運河護岸等災害復旧工 

事（その２）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,703,115,720円 → 1,723,591,440円 

 あ 契約の相手方 あ 佐藤建設・鹿島道路復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２６年３月２０日あ議第１４４号議案

○一回目変更あ平成２６年６月１３日提出あ報告第１８１号

○二回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３１１号

○三回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５０号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成２８年１０月１７日
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（21） 報告第 308 号 

 

 

 

 

 

 

 

（22） 報告第 309 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（南北上運河護岸等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,104,141,240円 → 1,107,660,960円 

 あ 契約の相手方 あ 若生工業株式会社 

○議 決 日あ平成２６年３月２０日あ議第１４９号議案 

○一回目変更あ平成２６年５月２１日提出あ報告第１２４号 

○二回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２２０号 

○三回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 

専決処分の報告について（砂押川等護岸等災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 5,180,967,360円 → 5,268,083,400円 

 あ 契約の相手方 あ 大成・あおみ・深松建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年３月２０日あ議第１５０号議案 

○一回目変更あ平成２６年９月１７日提出あ報告第２３７号 

○二回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２２１号 

○三回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２８３号 

○四回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第８４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 
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（23） 報告第 310 号 

 

 

 

 

 

 

 

（24） 報告第 311 号 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（新井田川等護岸等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 4,396,960,800円 → 4,227,521,760円 

 あ 契約の相手方 あ 三井住友・みらい・阿部藤建設工事共同企 

 あ 契約の相手方 あ 業体 

○議 決 日あ平成２６年７月３日あ議第２２２号議案 

○変 更 日あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３１５号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 

専決処分の報告について（沖ノ田川護岸等災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,103,207,040円 → 1,309,964,400円 

 あ 契約の相手方 あ ㈱只野建設・㈱福田組復旧・復興建設工事 

 あ 契約の相手方 あ 共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７５号議案 

○変 更 日あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２０号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 
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（25） 報告第 312 号 

 

 

 

 

 

 

 

（26） 報告第 313 号 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（長清水川護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,218,124,440円 → 1,326,130,920円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社佐々木建設 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７６号議案 

○変 更 日あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２１号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 

専決処分の報告について（坂元川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,600,307,280円 → 1,755,305,640円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７９号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６１号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 
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（27） 報告第 314 号 

 

 

 

 

 

 

 

（28） 報告第 315 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（港川護岸等災害復旧工事の請 

負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 3,029,549,040円 → 3,153,999,600円 

 あ 契約の相手方 あ 錢高・アイサワ・加藤特定建設工事共同企 

 あ 契約の相手方 あ 業体 

○議 決 日あ平成２６年１０月１６日あ議第３２３号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２５号 

○二回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２２４号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 

専決処分の報告について（水戸辺川等護岸等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 6,390,180,720円 → 6,660,138,600円 

 あ 契約の相手方 あ 三井住友・本間・青木マリーン建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１０月１６日あ議第３２５号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２７号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９８号 

○変更の理由あ設計単価の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 
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（29） 報告第 316 号 

 

 

 

 

 

 

 

（30） 報告第 317 号 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（定川護岸等災害復旧工事（そ 

の５）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 3,336,303,600円 → 3,655,977,120円 

 あ 契約の相手方 あ 日本国土開発・河北建設・木村土建特定建 

 あ 契約の相手方 あ 設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１０月１６日あ議第３２６号議案 

○変 更 日あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 

専決処分の報告について（大谷川地区海岸等護岸等災害 

復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,720,046,880円 → 1,733,875,200円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社森本組 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３７６号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６５号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 
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（31） 報告第 318 号 

 

 

 

 

 

 

 

（32） 報告第 319号 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（戸花川護岸等災害復旧工事（そ 

の１）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,379,090,880円 → 1,473,999,120円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社本田組 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３７７号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６６号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１００号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 

専決処分の報告について（中島川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 5,380,984,440円 → 5,951,753,640円 

 あ 契約の相手方 あ 大林組・若生工業・木村土建特定建設工事 

 あ 契約の相手方 あ 共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４０９号議案 

○変 更 日あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 
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（33） 報告第 320 号 

 

 

 

 

 

 

 

（34） 報告第 321 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（面瀬川等堤防等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 6,357,350,880円 → 6,754,213,080円 

 あ 契約の相手方 あ 五洋・徳倉・東北リアライズ特定建設工事 

 あ 契約の相手方 あ 共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１２号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７６号 

○二回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 

専決処分の報告について（相川沢川護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

あ請 負 金 額 あ 1,020,481,200円 → 947,304,720円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社エム・テック 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１５号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７９号 

○二回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２２５号 

○三回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 
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（35） 報告第 322 号 

 

 

 

 

 

 

 

（36） 報告第 323 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（南貞山運河（七北田川水系） 

等護岸等災害復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 4,151,003,760円 → 4,232,751,120円 

 あ 契約の相手方 あ フジタ・加賀田組・赤坂建設建設工事共同 

 あ 契約の相手方 あ 企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１８号議案 

○変 更 日あ平成２７年９月３日提出あ報告第２２６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 

専決処分の報告について（坂元川等護岸等災害復旧工 

事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 6,321,456,000円 → 6,640,065,720円 

 あ 契約の相手方 あ 大豊・森本・橋本特定建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１９号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第８２号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１０３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２６日 
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（37） 報告第 324 号 

 

 

 

 

 

 

 

（38） 報告第 325 号 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（定川護岸等災害復旧工事（そ 

の６）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,852,289,640円 → 1,868,484,240円 

 あ 契約の相手方 あ東日本コンクリート・日栄建設復旧・復興 

 あ 契約の相手方 あ 建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２７年２月１８日あ議第７０号議案 

○変 更 日あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１６９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 

専決処分の報告について（津谷川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 9,705,989,160円 → 11,168,867,520円 

 あ 契約の相手方 戸田・淺沼・三浦建設工事共同企業体 

 

○議 決 日あ平成２７年１０月５日あ議第２５７号議案 

○一回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２８９号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２７日 
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（39） 報告第 326 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（40） 報告第 327 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（仙台塩港石巻港区防潮堤建 

設工事（その４）の請負契約の変更） 
 

 

☆ 

 
あ請 負 金 額 あ 4,531,359,240円 → 4,817,502,000円 

 あ 契約の相手方 あ 東洋・株木・尾形土建特定建設工事共同企 

 あ 契約の相手方 あ 業体 

○議 決 日あ平成２７年２月１８日あ議第７２号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１７９号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１２０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日 

専決処分の報告について（仙台塩港塩港区桟橋等災 

害復旧工事（その３）の請負契約の変更） 
 

 

☆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 741,603,600円 → 755,078,760円 

 あ 契約の相手方 あ あおみ建設株式会社 

○議決日(一回目変更)あ平成２７年２月１８日あ議第１０２号議案 

○二 回 目 変 更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１８５号 

○三 回 目 変 更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１２４号 

○変 更 の 理 由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専 決 処 分 日あ平成２８年１０月２８日 
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（41） 報告第 328 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（42） 報告第 329 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（仙台塩港塩港区防潮堤等 

災害復旧工事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

☆ 

 

あ請 負 金 額 あ 761,260,680 円 → 795,553,920円 

 あ 契約の相手方 あ 東華建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年１２月１８日あ議第３４２号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日 

専決処分の報告について（仙台塩港石巻港区防潮堤建 

設工事（その６）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

☆ 

 

あ請 負 金 額 あ 4,535,853,120 円 → 3,721,984,560円 

 あ 契約の相手方 あ 東洋・本間・熱海特定建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第９２号議案 

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第２０４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日 
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（43） 報告第 330 号

（44） 報告第 331 号

専決処分の報告について（仙台塩港松島港区胸壁等災 

害復旧及び建設工事の請負契約の変更） 

☆ 

あ請 負 金 額 あ 542,291,760 円 → 639,450,720円 

 あ 契約の相手方 あ あおみ建設株式会社 

○議 決 日あ平成２８年３月１５日あ議第１６３号議案

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第２０９号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日

専決処分の報告について（仙台塩港石巻港区防潮堤建 

設工事（その９）の請負契約の変更） 

☆ 

あ請 負 金 額 あ 976,320,000 円 → 977,843,880円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

○議 決 日あ平成２８年７月５日あ議第２１５号議案

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日
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（45） 報告第 332 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（46） 報告第 333 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（気仙沼港防潮堤等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

☆ 

 

あ請 負 金 額 あ 588,549,240 円 → 589,035,240円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社アスリード 

○議 決 日あ平成２８年７月５日あ議第２１６号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日 

専決処分の報告について（都市計画道路矢本門脇線新定 

川大橋（仮称）新設（下部工）工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

☆ 

 

あ請 負 金 額 あ1,015,826,400 円 → 1,102,605,480円 

 あ 契約の相手方 あ 佐藤工業・りんかい日産復旧・復興建設工 

 あ 契約の相手方 あ 事共同企業体 

○議 決 日あ平成２７年６月１６日あ議第１８８号議案 

○変 更 日あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２９５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２８日 
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（47） 報告第 334 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（48） 報告第 335 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（南三陸町志津川西地区災害公 

営住宅新築工事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

☆ 

 

あ請 負 金 額 あ498,636,000 円 → 511,255,800円 

 あ 契約の相手方 あ 丸か建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年９月４日あ議第２４３号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成２８年１０月２４日 

 

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

 
 

 

 和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し 

たので報告するもの 

○事故の状況 

 １ 件   数 あ ６件 

 ２ 発   生 あ 平成２７年４月～平成２８年８月 

 ３ 損 害 原 因 あ 県管理道路の損傷による事故等 

 ４ 損害賠償額 あ 342,729円 

 ５ 専決処分日 あ 平成２８年１０月２４日～平成２８年１１月１日 
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（49）報告第 336 号

（50） 報告第 337号

専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求等に係 

る訴えの提起） 

 長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し住宅等の明渡 

し及び滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起することについ 

て，それぞれ専決処分したので報告するもの 

○家賃等滞納者 ４名

○訴え提起の日 平成２８年１０月２７日

専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ 

ぞれ専決処分したので報告するもの 

○事故の状況

１ 件   数 あ ２３件

２ 発   生 あ 平成２７年８月～平成２８年９月

３ 損 害 内 容 あ 人身事故，車両事故

４ 損害賠償額 あ 9,471,075円

５ 専決処分日 あ 平成２８年１０月２１日～平成２８年１０月２８日
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